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わが国のセメント産業

全国に331ヵ所を有しており、最適物流を心掛けている

国内セメントメーカーは15社、セメント工場は27工場が全国に点在
セメントの物流においては、中継基地となるサービスステーション(SS)を
全国に331ヵ所を有しており、最適物流を心掛けている

①太平洋セメント（専）
②明星セメント（専）
③敦賀セメント（専）
④デイ・シイ（専）

太平洋グループ

住友大阪グループ
⑤住友大阪セメント（専）
⑥八戸セメント（専）
⑦UBE三菱セメント（専）
麻生グループ
⑧麻生セメント（専）
⑨苅田セメント（専）
日鉄グループ
⑩日鉄セメント（専）
⑪日鉄高炉セメント（専）
⑫トクヤマ（兼）
⑬東ソー（兼）
⑭琉球セメント（専）
⑮日立セメント

⑩室蘭工場 69万t

①上磯工場 353万t

⑥八戸工場 111万t

①大船渡工場 200万t
⑦岩手工場 35万t

⑮日立工場 0万t(生産受託)

⑤栃木工場 65万t

①熊谷工場 157万t
①埼玉工場 136万t

④川崎工場 66万t
⑦横瀬工場 64万t

②糸魚川工場 152万t

③敦賀工場 54万t

⑤岐阜工場 97万t

①藤原工場 168万t

⑤赤穂工場
250万t

⑤高知工場 323万t

⑭屋部工場 54万t

①大分工場
394万t

⑫南陽工場
445万t

⑬南陽工場
114万t

⑦山口工場伊佐地区⑦山口工場
宇部地区

369万t※

⑦九州工場
苅田第一地区

⑦九州工場苅田第二地区
※※762万t

⑨苅田工場
80万t

⑧田川工場
124万t

⑪小倉工場
65万t

（出所）「トランジションファイナンス」に関するセメント分
野における技術ロードマップ。各工場のクリンカ製造能力を最
新のセメントハンドブック(2025)のデータ等を用い再作図。

※ 山口工場2地区合計のクリンカ製造能力
※※ 九州工場2地区合計クリンカ製造能力

セメント工場 SSとセメントタンカー
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静脈産業としての役割:社会から発生する廃棄物・副産物を再利用

災害廃棄物の受入処理により、被災地の復旧･復興を支援

令和元年台風19号「水没畳」
（栃木県佐野市 2019年10月）

令和6年能登半島地震「木くず」
（新潟県姫川港 2024年7月）

東日本大震災で約100万
tの災害廃棄物を処理した
経験を踏まえ、近年激甚
化している豪雨災害の水
没廃棄物などを始め、他
産業では処理が困難な廃
棄物を受入処理している

最近では、令和六年能
登半島地震の災害廃棄物
処理においても、新潟県
内のセメント製造施設で
木くずなどの受入処理を
開始した

セメント産業の廃棄物・副産物受入量
2,187万t/年（2024年度実績）

国内で循環利用されている廃棄物・副産物の約10％
→国内最終処分場の寿命を約13年延命
（東京ドームで例えると約12杯分）

1990年以降では累計9億tにも及ぶ

八戸港船舶座礁「重油付着漂着物」
（青森県八戸市 2021年9月）

東日本大震災「処理・除塩施設」
（岩手県大船渡市 2011年秋）

熊本地震「廃瓦受け入れ」
（九州地区セメント工場2016年）

令和5年台風2号「がれき・土砂」
（愛知県 2023年7月）

様々な産業や自治体から排出される廃棄物・副産物をセメント原料／エネルギー代替として使用様々な産業や自治体から排出される廃棄物・副産物をセメント原料／エネルギー代替として使用



・CaOを含む廃棄物の利用率の向上やJIS改正によるクリ
ンカ比率の低減により削減

・ただし、足元での削減効果は極めて少なく、エネルギー
由来CO2の削減だけではCNを実現できず、二酸化炭素
の回収・利用・貯留(CCUS)の技術が必要

・セメント産業は、従来から省エネルギーを積極推進し、
CO2排出量低減に尽力しているが、引き続き継続する

・今後さらに、エネルギーの非化石化(廃棄物やバイオマ
スの利用拡大、エネルギー転換等)を推進していく
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CO2排出CO2排出 ４０％６０％

プロセス由来
(石灰石の脱炭酸;CaCO3→CaO＋CO2)

エネルギー由来
(化石エネルギー・電力消費)

セメント産業からの二酸化炭素排出の現状

エネルギー由来CO2の削減プロセス由来CO2の削減

CO₂が
発生する

CO₂が
発生しない

クリンカ
（CaO，
MgO）

・石炭灰
・焼却灰
・非鉄鉱滓
・徐冷スラグ 等

廃棄物・副産物
（CaO，MｇO）

石灰石等

天然原料
（CaCO₃，MgCO₃）

燃焼

燃焼

廃棄物中には脱炭酸を終了しているCaO・MgOが
含まれており、天然原料の一部を廃棄物に置き換
え、プロセス由来のCO₂を削減する

（「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」に
おける算定方法）

石灰石 セメント製造

廃棄物利用による
CO₂削減効果

• セメント産業における二酸化炭素総排出量は、約3,250万t (2024年度)
• プロセス由来６割、エネルギー由来4割を占めており、プロセス由来CO₂の大幅な削減につい

ては、技術開発の段階で社会実装には時間を要する

焼成時

焼成時



セメント製品の種類と対象LCIデータ

※セメント系固化材はJISに規定されておらず、
各社製品仕様による

比率
(％)

生産高
(千t)種 類

69.028,387普通ポ
ル
ト
ラ
ン
ド
セ
メ
ン
ト

6.52,683早強
2.1847中庸熱
0.4165低熱
0.01耐硫酸塩
0.01その他

78.032,083ポルトランドセメント 小計
19.98,200(4)高炉セメント(B種)混

合
セ
メ
ン
ト

0.010(4)フライアッシュセメント(B種)
1.7692その他(JIS外品)

21.78,923小計
0.3126その他のセメント

100.041,132セメント生産量 計

－7,000セメント系固化材(※)

JISセメントの種類
少量混合成分(1)

(質量％)
混合材

(質量％)セメントの種類

5以下

－普 通

ポルトランド
セメント
(JIS R 5210)

－早 強

－超 早 強

－－中 庸 熱

－－低 熱

－－耐 硫 酸 塩

クリンカ、せっ
こう及び少量混
合成分の合量に
対し、質量で5
以下(2)

5を超え30以下A 種
高炉セメント
(JIS R 5211) 30を超え60以下B 種

60を超え70以下C 種

5を超え10以下A 種
シリカセメント
(JIS R 5212) 10を超え20以下B 種

20を超え30以下C 種

5を超え10以下A 種フライアッシュ
セメント
(JIS R 5213)

10を超え20以下B 種

20を超え30以下C 種

5以下(3)－普 通エコセメント
(JIS R 5214) －－速 硬

注 (1)高炉スラグ、シリカ質混合材、フライアッシュ、石灰石
(2)混合セメントの場合は主混合材(例えば、高炉セメントでは高炉スラグ)を除く
(3)石灰石に限定

現在のLCIデータ
対象製品

品種別生産高（2024年度）

注 (4)概数



セメント製品のLCIデータについて

フライアッシュ
B種

高炉
B種

ポルトランド
セメント環境負荷物質（g/kg）

400.1267.6477.1石灰石起源

CO2

212.8155.7264.2化石エネルギー起源
66.344.479.1(化石起源)廃棄物等燃焼起源

▲66.3▲44.4▲79.1焼却不要による削減 (※)

612.9423.3741.3合計
0.0090.0070.011CH4

0.0210.0220.032N2O
0.0350.0290.046SOx
1.2520.8551.507NOx
0.0140.0100.017ばいじん

セメント製品のLCIデータ概要

鉱山

廃棄物排出元
（自治体/中間処理業者含む）

石灰石等

SS

バウンダリ（イメージ）

セメント工場
廃棄物等

客先
・生コン工場
・コンクリート製品工場
・工事現場 等

LCIデータ対象

 業界平均値
 スコープ１排出量
 調整後排出量を採用

※化石起源廃棄物等をセメント
製造用熱エネルギー代替として
利用することで削減されるCO2



 LCIデータを元に、CO2排出原単位の整備を考えているが、次の課題がある
✓中継基地～顧客間の輸送など、バウンダリ外のデータ整備は困難
✓ CO2排出原単位の大小のみでの評価には地域性が考慮されず、無理な価格競争

を惹起する恐れ
✓遠方の製品を希望された場合、現状の物流体制では対応困難となる可能性
✓LCIデータは業界平均値だが、業界代表データがどうなるか不透明

課題と要望

 廃棄物・副産物を有効活用してセメント製造するという循環型社会への貢献が
適正に評価される指標を検討頂きたい（温暖化対策法における調整後排出量と同様の扱い）

 CNの実現に向けた削減努力がサプライチェーンでも評価される仕組み作りを
お願いしたい（例えば、現在検討されている削減実績量が評価される制度）

【排出原単位の整備に向けた課題】

【制度設計における要望】


